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距離帯を用いた対面コラボレーション支援システム

江 木 啓 訓†,☆ 重 野 寛† 岡 田 謙 一†

本研究は，対面協調作業の場に存在する人やモノの間の物理的距離を認識し，それらの距離情報と
距離の変化に基づいて，コラボレーションの支援を行う手法を提案する．近年，情報処理能力を持っ
た機器が遍在するようになり，ユーザ同士の協調作業を効率的に行えるよう支援する研究は多岐にわ
たる．本稿では，協調作業の場に存在する人やモノの間の距離情報とその変化に基づいて協調作業支
援を行うために，実空間における距離を認識し，ユーザにその時々で必要となるサービスを提供する．
これらの実空間の距離情報を用いた協調作業支援環境である dDACS（dynamic Distance Aware
Collaboration System）を提案する．提案概念に基づく実装として，状況に応じて複数の距離帯を
使い分ける対面協調作業の場面を対象としたプロジェクタ利用システムを試作した．被験者が共同で
課題に取り組む実験による評価を行った結果，実空間の距離情報をもとにその場で必要となる機能や
データを提供することにより，対面協調作業がスムーズに行えることが明らかになった．

A System for Supporting Face-to-face Collaboration
Based on Dynamic Distance Zone Awareness

Hironori Egi,† Hiroshi Shigeno† and Ken-ichi Okada†

In recent years, many types of equipment in our life environment are capable of information
processing. Various information technology devices are used in cooperative working scenes.
In this kind of situation, many researches which aim at supporting cooperation working are
conducted. In this paper, we propose a way, which enables smooth cooperative work by recog-
nizing not just proximity but the distance between the users and the objects that are existent
in cooperation working scenes. We propose a prototype system, which enables smooth op-
eration between the users when a single projector is shared, in a cooperative working scene
where information technology devices are used. Each of users can use the system to show
their own data which is stored in the computers. The advantages of the usage of the distance
in cooperation working scenes are investigated by the experiment.

1. は じ め に

本研究は，対面協調作業の場に存在する人やモノの

間の物理的距離を認識し，距離情報とその変化に基づ

いてコラボレーションの支援を行う手法の提案と評価

を行う．

会議室やオフィスといった，人々が日常的に集まり

協調作業を行っている場には，様々な情報処理能力を

持った機器が存在する．代表的な機器として，ユーザ

が持ち歩いているノートパソコンや PDA，部屋に備

え付けられているプリンタ，プロジェクタならびに大
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画面ディスプレイなどがあげられる．

これまでに，場に存在するデバイスを用いて対面協

調作業を支援する様々なシステムが提案されている．

共有画面に資料を提示しながら行うプレゼンテーショ

ンなどを支援するものとして，電子ホワイトボードと

個人のノート PCを用いる Dynacs 1)や壁面に埋め込

まれた大型のディスプレイとノート PC を搭載した

椅子を用いる i-LAND 2) などがある．なかよし3) は

PHSを用いたモバイルグループウェアとして，集まっ

たその場でのコラボレーションを支援している．ま

た，Nomadic Collaboration支援システム4)は，無線

LANを用いて対面会議支援環境を構築しており，ホ

ワイトボード型のアプリケーションを提供している．

一方，対面コラボレーション環境においては，現実

空間で人間同士が直接インタラクションを行うことが

できるため，様々なノンバーバルコミュニケーション

を通じて情報を伝達し，意思の疎通をはかることが可
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能である．これは分散環境における協調作業にはない

利点であり，本研究はこの点を対面での協調作業を支

援する際の重要な要素と考えた．

対面環境の特徴として，協調作業の場に関係する人

やモノが存在するだけでなく，それらの物理的な位置

や距離関係を通じて社会的な関係性や協調作業の文脈

を推察することができるという点があげられる．会議

室における上座や下座といった普遍的なコンテキスト

のほかに，たとえば継続して活動しているグループの

メンバが会議室でいつも決まった位置に座っていると

いった情報も，グループ内で協調作業をスムーズに行

うために共有されるコンテキストといえる．

また，各ユーザが所持したり使用したりしているデ

バイスはそれぞれのユーザから距離的に近い範囲に存

在している．会議室のプロジェクタやホワイトボード

を使用するために発表者が移動したり，使用するモノ

が持ち込まれたりすることによってその物理的距離も

変化する．

このような実空間内の位置情報を用いて協調作業の

支援を行うために，距離情報の取得と距離情報の変

化の検知を行う．ユーザが存在する距離帯から協調作

業の場における行動意思や役割を判断し，対面コラボ

レーションを支援するツール上でそのユーザが必要と

する機能を提供する．提案概念に基づいて実際に協調

作業の場における人やモノとの距離を検知し，サービ

スを提供するプロジェクタ利用支援システムを設計・

実装したうえで評価を行った．

以下，本稿ではまず 2章で対象とする協調作業環境

と研究のゴールについて述べる．3章では関連する研

究との比較を行い，本研究の位置づけを明確にする．4

章において，本研究が提案する距離情報に基づくサー

ビスの提供手法について詳述する．5章で本提案に基

づくプロトタイプとして設計した協調作業システムに

ついて説明する．6章で評価実験の概要を述べ，7章

において実験結果とそこから明らかになった事項の検

討を行う．8章で今後の課題を述べて結びとする．

2. 本研究のアプローチ

2.1 想定する環境

本研究は，数名から十数名のメンバから構成される

グループにおける，対面同期での協調作業を支援対象

とする．参加者が会議室や教室といった場所に物理的

に 1カ所に集まって議論を行う，カジュアルな形式の

ディスカッションのような場面を想定している．

我々はそのうえで 1人の登壇者が発表を行うだけで

はない，インタラクティブな議論に重点を置くディス

カッションに着目した．近年特にパネルディスカッショ

ンやラウンドテーブル☆などの手法が，様々な分野の

シンポジウムやワークショップなどに導入されている．

学術界だけでなく，自治体・官庁が行うタウンミーティ

ングやパブリックインボルブメント（PI），NPO・独

立行政法人などが行う環境アセスメント会議などに幅

広く用いられており，このようなインタラクティブな

議論の社会的重要性が高まっている．その際，話者の

交代が頻繁に起き，それぞれの話者が持つ資料が次々

と提示されたり，ときには予定されていない参加者が

発表を行ったりすることもある．

本研究は，このようなタイプの議論に参加者が各自

のノート PCを持って移動して資料を提示し，発表・

発言を行う場面を想定している．協調作業空間に参加

者が自分のコンピュータを持ち寄って集まり，その場

にプロジェクタやプリンタ，あるいは大画面ディスプ

レイといったデジタルデバイスが備え付けられている．

参加者の役割は状況に応じて変化したり，内容によっ

て交代したりする．このような対面同期での協調作業

の場においては，電子的な情報の共有だけでなく様々

なノンバーバルな情報を反映したコラボレーションの

支援が必要である．

2.2 距離情報と協調作業

対面協調作業の場を支援するにあたり，我々はノン

バーバルな情報の 1 つとして人と人，人とモノとの

物理的距離とその変化に着目した．人間は少人数の集

団の場，大きな会議の場，公共の場などの状況に応じ

て，あるいはコミュニケーションの目的に応じて，無

意識のうちにコミュニケーションの相手と適切な距離

を保っている．このような，人間が他者との社会的接

触を試みるときにとられる物理的距離を対人距離とい

う．Hallは対人距離を表 1 に示す 4つに分類した5)．

我々はこのような対人距離の概念と対人距離帯の使

い分けは，人とモノの間に対してもあてはまると考え

た．人は自分個人の所有物であるノート PCをつねに

手元に置き（密接距離），プレゼンテーションを行う

話者とその発表資料を投影した画面からはある程度の

距離をおく（社会距離）．また，席次の決まっていない

会議において近くに座る人物は，仕事上・交友上，近

しい関係にあるものである可能性が高い（個体距離）．

このように，人は経験から人・モノとの間の距離を適

切に保とうとするため，距離情報は人と人との関係を

☆ Round Table（円卓会議）は，ケルト神話の伝説的英雄アー
サー王が設けた，王と騎士たちの間に上座下座の区別をしない
円形のテーブルが原義とされている．近年では，複数の話者や
聴講者との討議を中心とする形式のディスカッションを指す．
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表 1 対人距離の分類
Table 1 Classification of interpersonal distance.

密接距離（0～45 cm） 他人の身体と密着している距離
個体距離（45～120 cm） 対話や会話の距離
社会距離（120～360 cm） 会議，討議，ビジネスのための距離
公衆距離（360 cm 以上） 講義，講演，演説などの距離

認識するうえで重要な尺度となりうると考えられる．

我々はすでに対人距離の概念を協調作業空間に導入

し，対面コラボレーションの支援環境である DACS

（Distance Aware Collaboration System）の構築を

行ってきた6)．DACSは対面コラボレーションの場を

社会距離（120～360 cm）の範囲と定め，人やモノの

その空間内への「進入」と「退出」の検出を行い，ユー

ザの協調作業システムへの参加をサポートする機能を

提供している．

DACSは協調作業空間への接近によって「ユーザの

参加意思」を判断しているが，協調作業空間の内部に

移動した後のユーザの距離の変化とその意味について

は考慮しておらず，協調作業空間内の距離情報の変化

に基づいたユーザの支援はされていない．

そこで，本稿では協調作業空間における距離情報の

変化を用いた協調作業支援環境である dDACS（dy-

namic Distance Aware Collaboration System）を提

案する．実空間における距離帯の変化に基づいて，ユー

ザがその場で必要とする機能やデータを提供すること

により，対面協調作業をスムーズに進めることが可能

となる．提案概念に基づいて，状況に応じて複数の距

離帯を使い分ける対面協調作業の場面を対象としたプ

ロジェクタ利用システムを試作した．

3. 関 連 研 究

本章では，距離情報の取得手法ならびに距離をもと

にしたコラボレーション支援に関する研究について概

観する．

実空間における位置・距離に関する情報の取得と管

理手法は，赤外線を用いるもの，アクティブまたはパッ

シブ型 RFIDを用いるもの，WiFiの電波強度を用い

るもの，ならびに超音波を用いるものに大別され，セ

ンサネットワークの研究として数多くの提案がある7)．

赤外線を用いた代表的なシステムとしては，Active

Badge System 8) があげられる．一方，DOLPHIN 9)

は超音波を用いた高精度な三次元位置情報システムで

ある．また，無線を用いて比較的低コストで位置・距

離に関する情報を収集する試み10) もある．

これらの位置・距離に関する情報に基づいて，国際

会議や学会の全国大会といった大規模な会議を支援す

るものに IntelliBadge 11)，Digital Assistant 12)，Au-

toSpeakerIDと Ticket2Talk 13) などがある．これら

は会議のセッションや参加者に関する情報提示，近隣

のユーザとの共通の関心を示すことによるマッチング

支援，会議前後の議論を支援するといったサービスを

提供している．その中でも AutoSpeakerIDは，質疑

応答の際に用いるマイクとRFIDにより話者の情報を

示し，研究発表における議論を支援対象としている．

一方，距離情報を実際のグループ活動におけるコラ

ボレーションに用いた研究としては，RoamWare 14)

や SpeakEasy 15)がある．Roamwareは無線を用いて

会議の参加者と議事録情報を記録し，その後のオンラ

インでの議論へ生かすことを目的としている．近接す

るユーザの情報を検出して利用しているが，その場で

のインタラクション支援を目的としたアプリケーショ

ンは提供されていない．

Speakeasyは移動会議のサポートを行うP2Pフレー

ムワークである．アプリケーション，プロトコルに対し

て透過的であり，プリンタやサーバ，ファイルやデータ

を包括的にリソースとして扱う．Speakeasy上のノー

ドやリソースを発見するために，ユーザ同士がデバイ

スを介して情報を交換する．Speakeasy上で動くアプ

リケーションとしてCascaを提案しているが，空間的

距離ではなく Bluetoothや IrDAなどの通信到達範囲

をもってユーザが近接していると判断している．

NearMe 16) は遍在する WiFi の基地局を用いて，

WiFi の電波強度と基地局間の実距離情報をもとに，

他のユーザやデバイス，会議室やプリンタとの距離を

算出している．ユーザの接近を短距離と長距離に大別

し，それぞれの状況に応じたアプリケーションを提供

している．しかしながら，同一アクセスポイントから

の電波到達範囲内にあるもの同士を近距離，数ホップ

離れた他のアクセスポイントに接続しているものを長

距離と定義しているため，近距離でも数十メートルの

範囲となり，対人距離が考慮されたものとはいえない．

本研究は，小規模な対面コラボレーションの場にお

ける対人距離をベースとした距離情報に着目し，ユー

ザの距離帯に応じて様々なサービスを提供することに

よる協調作業支援を目的としている．

4. 実距離に基づく協調作業支援

本章では，協調作業の場における人・モノの間の距

離情報と距離の変化に基づいて，必要なサービスを提

供する手法について述べる．

4.1 距離情報の利用

協調作業の場においては，議事録の作成，外部資料
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の参照，手持ち資料の検索・表示などの様々な作業が

発生する．しかし，ユーザが端末上で必要なデータを

探したり，機器を使用するために操作したりといった

作業がしばしば発生することによって，本来の実世界

での議論が中断されるような場面が生じる．

このような阻害を起こさず，対面協調作業の流れを

スムーズに保つためには，現在の協調作業の場におい

てどのような作業が行われていて，ユーザが現在どの

ようなサービスを欲しているのかを協調作業支援シス

テムが認識する必要がある．

実空間における人と人，人やモノの間の物理的な距

離を検知し，ユーザの意思や行動を推測することに

より，ユーザが必要とするサービスを適切なタイミン

グで提供する手法を検討する．予測される行為に対し

て必要な機能を提供することにより，対面コラボレー

ションを円滑に進めることが可能となると考えた．

4.2 実距離によるサービスの提供

本研究は，対面コラボレーションにおけるノンバー

バル情報として距離情報を取り上げる．2.2 節で述べ

たように，人は他者と何らかのコミュニケーションを

行う場合，適切な距離を意識的・無意識的に保とうと

する．

会議スペースでの対面コラボレーションの例として，

プロジェクタを使用してプレゼンテーションを行って

いる場面を図 1 に示す．図の中央でプロジェクタのス

クリーン近くに存在する人物が，自分のコンピュータ

を持ち込んで発表を行っている．これはプレゼンテー

ションに用いるコンピュータとプロジェクタとをケー

ブルで接続するというハードウェア上の制約だけでは

なく，話者が投影された資料への指差しを行ったり，

聴衆が話者と投影された資料の両方に視線を向けたり

できるからである．図の手前側でスクリーンから一定

の距離を保っている 4人の人間は，その発表を聞きな

がら必要に応じて自分のコンピュータで資料を参照し

たりメモをとったりしている．この例における話者と

聴衆の関係は，スクリーンからの距離に反映されてい

ると考えられる．

本研究は対人距離の概念を根拠として，対面コラボ

レーションの場におけるユーザの意思や行動，人・モ

ノの間の関係性などを推測するために，実空間におけ

る距離情報を用いる．コラボレーションのキーとなる

任意のオブジェクトを中心として考え，その他のオブ

ジェクトとの物理的距離を検知することにより，どの

オブジェクトとの間に密接な関係があるか，どのオブ

ジェクトとの間では関係が希薄かを判断する．これに

より，ユーザが必要とするサービスを適切なタイミン

図 1 対面協調作業の例
Fig. 1 Example of face-to-face meeting.

グで提供することが可能となる．

5. 距離情報を用いたプロジェクタシステムの
実装

RFID（Radio Frequency IDentification）システム

を利用して実距離の検知を行うプログラムを実装した．

また，プロジェクタを協調作業の場で用いるシステム

に，距離情報の概念を取り入れた17)．

インタラクティブな議論に重点を置くディスカッショ

ンにおいては，話者の交代が頻繁に起きるとともに，

ときには予定されていない参加者が発表を行うことも

ある．本システムは参加者が各自のノート PCを持っ

て移動して資料を提示し，交代して発表・発言を行う

場面を想定している．

プロジェクタの管理と表示画面の分割，クライアン

トとの通信の部分は DACSで実装したプロジェクタ

システム6)が原型となっているほか，距離帯に応じた

サービスを提供する部分の設計と実装を行った．本章

ではその実装内容について述べる．

5.1 プロジェクタの利用における距離

距離に基づき動的にサービスを提供するシステムと

して，プロジェクタシステムを取り扱う．話者の交代

が頻繁に起きるタイプのディスカッションにおいて，

利用者が各自のノート PCを持って移動して資料を提

示し，発表・発言を行う場面を想定している．

プロジェクタによりスクリーンに映し出される画面

を中心として，その投影画面に対してユーザが遠くに

存在するか，近くに存在するかによって，投影画面な

らびに各ユーザに対して異なったサービスを提供する

システムである．プロジェクタシステムを取り上げた

理由として，以下の 3点があげられる．

第 1に，議論においてプロジェクタを用いるような

場面では距離情報から役割と場のコンテキストを推測
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しやすいからである．プロジェクタを使用してプレゼ

ンテーションを行う場合，一般的に投影用のスクリー

ン近くに存在するのは実際に発表を行うユーザである．

これは，発表者が投影された資料への指差しを行った

り，聴衆が発表者と投影された資料の両方に視線を向

けたりすることができるからである．

スクリーンの大きさや空間の広さにもよるが，画面

は後方の参加者からも見える程度の大きさで投影され

る．このため，最も近い聴衆であってもスクリーンか

らはある程度の距離を保っている．発表の規模や場面

によっては，司会・座長といった発表運営者のほか，発

表への関心・関連が高い人や地位の高い人がスクリー

ンの近くに位置する傾向がある．このようなプレゼン

テーションの場に共通な空間的様式を想定して，支援

環境を設計した．

第 2に，「近い」「遠い」という状況をもとに，ユーザ

に必要なサービスが提供できるからである．ユーザの

プロジェクタからの距離に基づき，異なった操作権限を

与えることができる．プロジェクタに近接するユーザ

が所有するコンピュータの画面を投影し，発表者とし

て必要となるサービスを提供する．ある程度離れた距

離にいるユーザには，関連資料の配布や質疑における

カーソル操作権の取得といった聴衆として有用なサー

ビスを与えることが可能である．また，プロジェクタ

に複数のユーザが近接していることを認識することに

より，プロジェクタ画面を分割して共有するといった

使用法も考えられる．

第 3に，「近づく」「遠ざかる」といった行動を認識

することにより，適切なタイミングでユーザにサービ

スを提供できるためである．発表者は，プロジェクタ

に近づくことにより発表者としての権限を得て，プロ

ジェクタ操作に必要なサービスの提供を即座に受ける

ことができる．これにより，話者の交代が頻繁に起き

るタイプのディスカッションにおいて発表者の交替を

スムーズに行うことが可能となる．

5.2 RFIDを用いた距離の検知

距離情報に基づいてサービスを提供するために，ユー

ザと対象との距離を検知する必要がある．そこで本研

究ではRFIDタグとリーダを用いて距離検知を行った．

RFIDでは個々の物体につけられたアクティブ型の

タグが発信する電波をアンテナで受信することによ

り，ある一定距離内に存在する物体を認識することが

できる．そこで，このアンテナの感度を一定間隔で変

化させることにより，複数の距離帯を周期的に走査し

周りのタグとの間の距離を検知した．距離検知の方法

を図 2 に示す．本プログラムにより，2.2 節で述べた

図 2 RFID を利用した複数の距離帯の検知
Fig. 2 Sensing distances via RFID.

図 3 システム構成
Fig. 3 Architecture of projector system.

4つの対人距離のいずれにあてはまるかを識別するこ

とができる．実装には米国 RF Code 社の Spider を

使用し，タグは発信周期が 0.2秒のものを用いた．

5.3 プロジェクタシステムの構成

図 3 にプロジェクタシステムの構成を示す．プロ

ジェクタシステムはクライアント PCとプロジェクタ

サーバで構成される．プロジェクタサーバのディスプ

レイ出力端子は VGAケーブルでプロジェクタと接続

されており，つねにプロジェクタに表示画面が投影さ

れる．

プロジェクタサーバにはスクリーン脇に設置された

RFID リーダがシリアルケーブルで接続されており，

ユーザが携行している RFID タグと各クライアント

PCに貼付されている RFIDタグの検知によって距離

の認識を行う．プロジェクタサーバは検知したクライ

アント PCの接続を受け付け，個体距離の範囲にいる

ユーザのプレゼンテーション資料を表示する．また，

社会距離の範囲にいるユーザに対して，スクリーン上

で指示を行うためのカーソルを表示・操作する機能が

提供される．

5.4 プロジェクタシステムの機能

プロジェクタシステム上で実現した機能として，発

表者の資料表示とマウスカーソルの表示がある．

発表者の資料表示機能は，プロジェクタがデータを

投影するスクリーンから個体距離の範囲（120 cm 以

内）に近づいたユーザを発表者として認識し，画面の
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図 4 プロジェクタ操作画面
Fig. 4 Screen image of projector operating window.

操作権を与える．プロジェクタの画面は最大 4つに分

割され，複数のユーザが近づいたときには 4人までの

データを一度に画面に表示することが可能である．こ

れによりホワイトボードの前で複数の参加者が集まっ

てインタラクションを行うのと同じように，プロジェ

クタの画面を利用することが可能となる．

マウスカーソル表示機能は，プロジェクタがデータ

を投影するスクリーンから社会距離の範囲（360 cm以

内）にいるユーザを聴講者として認識する．発表資料

について疑問に思った点や指摘したい箇所があった場

合に，画面上でカーソルを表示し発表資料への指差し

を行う機能を提供する．

5.5 実 装 画 面

プロジェクタシステムの実装画面を示す．図 4 はク

ライアント PCに表示される操作画面である．

ユーザが社会距離の範囲内に検知された時点で，会

議への参加とカーソルによる指示の使用が可能となっ

た旨を操作画面上で通知する．個体距離の範囲内と検

知されれば，プロジェクタへの資料表示が可能となっ

た旨を操作画面上で通知するとともに，表示候補デー

タとして登録しておいた画像ファイルがあれば，プロ

ジェクタサーバの画面に表示する．候補が複数ある場

合は中央のペインに一覧が表示され，ユーザはその中

から表示する画像を選択するか，新たに表示したい画

像ファイルをリストに追加する．

「画像の表示/非表示」「次の画像に進む/1つ前の画

像に戻る」などの操作は画面右側のペインで行い，画像

のみがプロジェクタサーバの画面に表示される．「カー

ソルの表示/非表示」の操作により，自分のカーソル

がプロジェクタサーバの画面上に表示され，指さしを

行うことができる．

そのほかに，現在コラボレーションの場に存在する

ユーザや PCの名称と，表示中か否か，マウスカーソ

ルの利用の有無などの状態が画面左側のペインに示さ

れる．

図 5 プロジェクタ画面（4 人のユーザが表示）
Fig. 5 Screen image of 4 users’ projector operation.

図 5 はプロジェクタに 4 人の人間が近づいた際の

投影画面である．この図の例では，4人のユーザに対

し 4分の 1ずつの画面を提供している．資料を表示し

ているユーザの氏名と画像ファイルの名称はタイトル

バーに示される．

6. プロジェクタシステムの評価

本章では評価実験について述べる．複数の距離帯を

検出できる環境を整え，実装したプロジェクタシステ

ムを協調作業の場で利用する実験を実施した．実験結

果から，距離情報を用いた協調作業支援手法に関する

有用性の評価と考察を行う．

6.1 実験の概要

本稿では，実空間における物理的な距離に基づいて，

ユーザが必要とするサービスを適切なタイミングで

提供する手法を検討してきた．距離情報を用いたプロ

ジェクタシステムがユーザの意思や行動を推測し，予

測される行為に対して必要な機能を提供できたか，そ

れにより実世界での円滑な議論を妨げずに対面コラボ

レーションを支援できたか検証する．

このために，プロジェクタシステムを実際の協調作

業に用いる実験を行った．被験者は 4人で 1グループ

とし，計 5グループに対して「人物やモノがたくさん

描かれた画像を各自に 1枚ずつ配布し，4枚の画像の

中から計 14個の人やモノを探し出す」というタスク

を与え☆，対面環境で話し合って作業を行ってもらっ

た．図 6 に使用した画像の一例を示す．この中から

「ピンク色のキャミソールを着ている女性」や「シル

バーのアタッシュケース」のような大小様々な人物や

☆ いわゆる「ウォーリーを探せ（Martin Handford: Where’s

Wally?, Walker Books (1987)）」のゲームの形式である．
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図 6 実験に使用した画像の一例
Fig. 6 Example of picture used in experiment.

モノを探索対象として指定した．

本システムが想定する対面コラボレーションの場面

は 2.1 節で述べたとおりである．実際のディスカッ

ションのように話者の交代が頻繁に生じるよう，以下

のような条件を定めた．この条件により，被験者は 1

枚の画像をずっと見つづけることなく，短時間で画面

を切り替えて探す必要がある．

• 個人の PCでは画像を見てはいけない．

• 画像の表示にはプロジェクタを利用する．
• 制限時間は 4分とする．

• 1枚の画像に指定されているオブジェクトをすべ

て探してから次の画像に移るのではなく，4枚の

画像からなるべくたくさんの人やモノを探す．

• オブジェクトを発見した場合はすべてのユーザに
分かるように説明する．

このタスクについて，今回実装したプロジェクタシ

ステムを用いた場合と，従来のケーブルを繋ぎ替えて

プロジェクタを利用した場合，ならびにディスプレイ

切替え器を利用した場合の 3つの方法で実験を行った．

以下にそれぞれの状況設定について述べる．

プロジェクタシステムを利用する場合 ユーザおよ

びユーザのクライアント PC に RFID タグをつ

けておく．ユーザがクライアント PCを持ってス

クリーンへ接近し，個体距離の範囲に入ったこと

をシステムが検出すると，当該ユーザの画像を表

示する．これにより，ユーザがスクリーンに近づ

くことにより画像が表示され，スクリーンから離

れると表示は消える．ユーザが携行するRFIDタ

グと，ノートパソコンに貼付されたRFIDタグの

組合せはあらかじめ登録しておく．画像を提示し

ていないその他のユーザは社会距離の範囲にいる

図 7 切替え器を用いた場合のハードウェア構成
Fig. 7 Architecture of comparative projector system.

ため，自分のクライアント PCからマウスカーソ

ルの表示を行うことができる．画像を表示するメ

ンバの交代はユーザ同士が口頭で調整して決める

ものとしたうえで，全員で探してもらう．複数の

メンバが同時に画面に近づくことにより，複数枚

の画像を見比べて同時に探すことも可能である．

ケーブルを繋ぎ替える場合 プレゼンテーション用の

ソフトウェアとして，日頃から被験者が使用して

いるMicrosoft社のMicrosoft PowerPointを使

用する．ユーザが画像を表示する場合，クライア

ント PC をプロジェクタの外部入力ケーブルで

接続する．発表者の交代は，プロジェクタのケー

ブルを差し替えることにより行うものとする．プ

ロジェクタシステムの場合と同様に画像を表示す

る順番などはグループ内で口頭で調整するものと

する．

ディスプレイ切替え器を利用する場合 ディスプレイ

ケーブルを人数分用意し，該当する系統をボタン

で選択し切り替えるタイプの切替え器をプロジェ

クタ横に設置する．あらかじめディスプレイケー

ブルは全員のノートパソコンに接続しておき，発

表者が交代する際に，ディスプレイ切替え器のボ

タンを押して自分の画面に切り替える．このため，

ケーブルを手動で接続しなおす時間を必要としな

い．それ以外の条件はケーブルを繋ぎ替える方式

と同一である．図 7 にディスプレイ切替え器を利

用する場合のハードウェア構成を示す．

6.2 評 価 項 目

今回の実験でユーザが探すオブジェクトとして，短

時間で見つけやすい大きさのものと，小さく見つけに

くいものを用意した．そのため，短時間で 1枚の画像

からすべてのオブジェクトを探すことは困難であり，

4枚の画像から見つけやすいものを選んで切り替える
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必要がある．

話者の交代が起こった回数を計数するとともに，交

代にかかった時間を計測して提案システムと従来方式

の比較を行う．交代が頻繁に発生するような状況にお

いて，従来方式に比べてスムーズにプロジェクタを利

用することができたか評価する．本実験における交代

にかかる時間は「前のユーザが発表を終えてから，次

のユーザが自分の情報を表示するまでの時間」と定義

する．さらに，距離による支援がユーザの振舞いに与

えた影響を調べるため，実験の様子をビデオカメラで

撮影し分析を行う．

7. 実験結果と考察

プロジェクタシステムを利用した評価実験の結果お

よび，作業の様子を撮影したビデオの分析を行い，本

実験の結果について考察する．表 2 に各グループが

交代した回数の合計，交代に要した時間の平均ならび

に発見したオブジェクトの合計個数を示す．

本実験の結果から，協調作業の場において複数の

ユーザの距離情報を用いたプロジェクタの活用手法の

有用性が明らかになった．

7.1 発表者の交代に要した時間

プロジェクタを用いて与えられたタスクに取り組む

評価実験を行ったところ，1回あたりの交代にかかった

時間の全グループ平均は提案システムで 5.32秒，ケー

ブル繋ぎ替え方式で 22.7 秒，ディスプレイ切替え器

を用いて 10.34秒であった．提案システムを用いた場

合，次のユーザが交代して画像を表示するためには，

情報の表示が終わった発表者がスクリーンから離れ，

表示させたいユーザが近づくという手順だけで済む．

ディスプレイ切替え器を用いた場合，ケーブルの繋

ぎ替えと比べて交代時間は短縮されたが，本研究が提

案したプロジェクタシステムよりも短くはならなかっ

た．その原因として，切替えのインタフェースに実空

間における席の配置が反映されておらず直感的ではな

表 2 交代にかかった時間と発見個数
Table 2 Time to change presenters and numbers of found objects.

プロジェクタシステム ケーブル繋ぎ替え ディスプレイ切替え器
実験 合計 平均 合計 合計 平均 合計 合計 平均 合計

グループ 交代 交代 発見 交代 交代 発見 交代 交代 発見
回数 時間 個数 回数 時間 個数 回数 時間 個数

A 5 回 5.31 秒 10 個 4 回 21.73 秒 9 個 5 回 8.20 秒 10 個
B 5 回 5.34 秒 11 個 5 回 25.73 秒 10 個 5 回 10.53 秒 12 個
C 6 回 4.93 秒 12 個 3 回 17.49 秒 8 個 4 回 9.17 秒 12 個
D 6 回 5.34 秒 12 個 3 回 22.75 秒 8 個 5 回 11.34 秒 11 個
E 6 回 5.70 秒 11 個 3 回 26.02 秒 7 個 5 回 12.44 秒 9 個
平均 5.6 回 5.32 秒 11.2 個 3.4 回 22.7 秒 8.4 個 4.8 回 10.34 秒 10.8 個

いという点があげられる．一般的に切替え器では自分

に相当する番号などのボタンを押す必要があるが，自

分の画面出力に切り替える際に手間どる被験者が見ら

れた．

距離情報を用いることにより，プロジェクタの個体

距離に入ったユーザを検知し，そのユーザに「自分の情

報を表示するために，前に出て発表する」という意思

があると判断した．その結果，画面を表示したいユー

ザが前に出るだけでよいため，交代する発表者が協調

作業を妨げず，人が入れ替わる程度の時間でスムーズ

かつ迅速に交代することが可能となった．

手間や交代時間といった交代コストの削減によりイ

ンタラクティブな議論の活性化が期待され，実験結果

から実空間における距離帯が対面コラボレーションに

おいて有用な場面を示すことができた．

7.2 発表者の交代回数

発表者の交代が起こった回数の全グループ平均は提

案システムで 5.6回，ケーブル繋ぎ替え方式で 3.4回，

ディスプレイ切替え器を用いて 4.8回であった．本研

究は対面コラボレーションにおいて話者が頻繁に交代

する，インタラクティブな議論に重点を置く場面を想

定した．話者交代の敷居を下げ，頻繁に交代が行われ

るようになれば，議論の活性化を促すことができたと

考えられる．そのような前提で，複数の画像を見てよ

り多くのオブジェクトを探し出すことを目的とする実

験を行った．

交代回数が多かった距離帯を用いたプロジェクタシ

ステムは，発表者の交代にかかる手間と時間の軽減を

実現し，交代を頻繁に行いつつ作業することを可能に

したといえる．今回はタスクとして与えた画像が比較

的細かいものだったため，複数のユーザが同時に画面

に近づき，画像を分割して表示するといった利用はあ

まり見られなかった．

7.3 成績とユーザの行動分析

ユーザが今回のタスクによって発見したオブジェク
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トの個数は，グループの平均で提案システムでは 11.2

個，ケーブル繋ぎ替え方式で 8.4個，ディスプレイ切

替え器を用いて 10.8 個であった．これは，提案シス

テムを利用した場合の方が画面のスムーズな切替えを

通じてより多くのオブジェクトを発見することができ

たためと考えられる．

ビデオの分析からオブジェクトの探し方を比較した

ところ，提案システムとディスプレイ切替え器の場合

ではどのグループでも見つけやすいものを先に探し，

最後に余った時間で一度表示させた画像の中から見つ

けやすいものに戻って探すといった方法がとられてい

た．一方，ケーブルを繋ぎ替える方式では，提案シス

テムと同様の手順ではじめは行おうとするものの，端

末の繋ぎ替えや情報の表示に時間がかかることが分か

ると，残り時間が短くなるにつれ 1つの画像を長く見

て探す傾向が見られた．

このことから，提案システムの方が発表者が頻繁に

交代して情報を表示したいという対面コラボレーショ

ンの場面に適していると考えられる．

7.4 距離帯を用いた協調作業の支援

ビデオの分析から，被験者がオブジェクトを発見し

た際，どのようにして他のユーザに伝えたかを表 3 に

示す．同時に複数のユーザが発見した場合はそれぞれ

について計数している．

今回の実験においては，与えられた画像の中から全

員でオブジェクトを探し出し，発見したオブジェクト

を他のメンバに説明することを課した．口頭では画像

のどの部分なのか的確に述べることが困難なため，発

見したオブジェクトを口頭のみで説明したユーザは提

案システム・従来方式ともに少なかった．

従来方式では後方にいるメンバが発見した場合，最

初は口頭だけで説明しようとしたが他のメンバに伝わ

らないためにスクリーンに近づいて指差したり，他の

作業しているメンバが説明を補完するように指差した

りするといったケースが見られた．

一方，提案システムでは，27%のユーザがマウスカー

ソルを利用して説明していた．スクリーンから離れた

ところにいるユーザは前方に移動しなくても，口頭で

話しつつマウスカーソルで対象を指して説明するこ

とが可能であったためと考えられる．これにより，従

来方式と比べてスクリーンから離れた社会距離にいる

ユーザの作業を支援できたといえる．

しかしながら，人の手による指さし動作と口頭のみ

での指摘を行う被験者が少なくないという結果となっ

た．今後マウスカーソルを利用した説明を促すために

は，指さし箇所に関する口頭での確認などの煩雑さを

表 3 発見したオブジェクトの説明方法（複数回答）
Table 3 Ways to notify finding objects (MA).

プロジェクタ ケーブル ディスプレイ
システム 繋ぎ替え 切替え器

マウスカーソル 27% — —

指差し 72% 90% 88%

口頭のみ 9% 14% 12%

解消する機能の実現，ならびに従来の人の手による指

さしでは実現できない機能の追加などが必要である．

たとえば，複数のユーザが同時に指さしを行う場面

において，会議の参加者がカーソルと話者を正しく組

み合わせて認識するための認知的負荷は大きいため，

カーソルのカラーや形状をユーザごとに指定するなど

の手法が必要となる18)．一方，人の手による指さしで

実現できない機能として，スライドへのマーキングや

アノテーションの付加などが考えられる．この場合も，

複数ユーザによる資料への書き込みによる混乱を防ぐ

ために，ユーザごとの書き込みの識別や権限付与など

を検討する必要がある．これらの機能を追加すること

により，カーソル表示機能を積極的に用いた指示行為

を促すことができると考えられる．

8. お わ り に

本稿では，対面協調作業の場に存在する人やモノの

間の物理的距離を認識し，距離情報と距離の変化に基

づいて必要なサービスを提供する協調作業支援環境で

ある dDACSの提案を行った．

提案概念に基づく実装として，距離情報を導入した

プロジェクタ利用支援システムを試作した．プロジェ

クタを用いたディスカッションに着目した理由は，代

表的かつ社会的重要性が高い対面コラボレーションの

ケースであり，人やモノの間の距離から場のコンテキ

ストを判断する手法が最もよく生きる場面であると考

えたからである．対面協調作業の場を想定し，被験者

が共同で課題に取り組む実験による評価を行った結果，

実空間の距離情報をもとにその場で必要となる機能や

データを提供することにより，協調作業の場において

作業の流れを阻害せずに対面協調作業がスムーズに行

えることが明らかになった．

実空間コラボレーションにおいて支援対象とされる

活動は多岐にわたるため，プロジェクタを用いるシー

ン以外にも実際の協調作業の場での運用を行うことが

今後の課題である．そのうえで，システムの使いやす

さや有効性の検討を続け，人やモノの間の距離とその

変化といった情報を実空間コラボレーション支援に生

かす手法の確立を目指してゆく．
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